




































































































































































というのですo ..... It'必要な教育委員会規制dl ， この必要であるかし、なかは教育委員会自身が
きめるんですjと述べているO しかし地教行法が文教委員会での審議の後， 4月 10日の衆
議院本会議において委員長の中間報告のあと，社会党議員棄権のまま採決にはいり，暁の国会































に際しての立法趣旨徹底のための説明会(昭和 31年 7月下旬から 8月上旬〉において，出席
者に資料として配布されたもので，後日通達ならびに教育委員会月報に掲載された通知文書の
一つであったο 新法説明会においては，新法実施に関する質疑応答がなされたと同時に新法の
趣旨にそった条例 教育委員会規則等(7)の準則案が説明資料として配布されたo これらは， I日
教育委員会法の規定にもとづく教育委員会規則で，地教行法後においても効力を有するものの
中で， Iできる限りすみやかに，新法の趣旨にそった改正を行なうことが望まししづ規員。(8)に
ついての整備の必要から出されたもので，例えば「教育委員会会議規財(案)J • i (教育委
員会〉傍聴人規財(案)J・「教育委員会公告式規則(案)J • r教育長に対する事務委任規







































教育課程の編成主体を i校長Jに置いている O このことは，戦後の民主主義教育の実践が教師

















































地教行法 49条があげられるo I司法はその規定内容に示されるように， まさに都道府県教委の
公立小 e 中学校管理規則の準則設定権を規定するものであるO この条文の内容に関して，昭和

































































職員会議の議を経て決定する J (第 3条〉として，学校組織運営上の最高議決機関として，職
員会議を位誼づけ明文化しているO さらに第二章以後，具体的な管理運営上の事項についても，





















以上， 日教組の学校管埋規則についての法解釈を表わした両案は，昭和 32年 1月24日の
法制部長会議において改めて検討され， I学校管理規制の斗い」指示第 5号として，地域の






















































11法意識 μ によって支えられるものであるj と説く。その場合，法の解釈における正しさ(客
















る法社会学的アプローチに関する一考察J 教育経営理論研究 第一巻 教育経営理論研
究会 昭和 55年 P8~P18 を参W~ されたし。
(2) 学校管理規則の地域における制定過程の分析については，拙稿「学校管理規則の法社会学
的研究一告施盛程の分析-_j 筑波大学大学院博士課程前期論文 昭和 55年を参照され
ずこしO






(4) 高木太郎 「教育立法過程における問題点J(講座教育行政 3 If'教育行政と教育法学j所
収協同出版昭和 53年 P3 7 ) 
(5) 本山政雄・肩1I1達雄・ JI口彰義共同執筆「学校管理の教育法学的研究(1)一一学校管理規則(
準則〉の分析-J名古屋大学教育学部紀要 19巻 昭和 47年P5 7 
(6) 渡辺洋三 「法社会学と法解釈学」 有斐閣 昭和 34年 P 6 5 



















(10) 高野佐- I学校管理規則の役割と機能」 季干IJ教育法 18 総合労働社 昭和 50年
P 8 5 
(1) 鈴木英一 (学校管理規射の立法過程J( IF教育立法小委員会第三田中間報告J 所収〉
昭和 32年 P34 
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ている場合(教基法施行規則第 13条〉があり， この場合， i学校が(は)_jとしづ表現
は「教員が(は)Jとし、う，集団としての意味をもっO
(14) 吉本二郎 「地方教育行政の調査研究第二部 昭和 33年近畿地区の地域別実態調
査の報告-J 関西教育行政学会 P 8 4



















大阪学芸大学紀要 7 人文科学 昭和 34年 P 5 5 
。由美濃部達吉 「法の本資」 有斐閣 昭和 15年 P 7 7 
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